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研究要旨 
周産期における医学的なリスクについては、妊娠前からの母体の合併症、妊娠経過に

関する問題、分娩に関する問題、胎児に関する問題など、それぞれのリスクが評価さ

れており、リスクに伴った管理が行われている。しかし、社会的ハイリスク妊娠につ

いては、母児の予後評価は十分とは言えず、その支援体制についても施設間の差異は

大きい。社会的ハイリスクのなかには、妊婦健康診査の未受診に伴って医学的リスク

の評価や対応が不十分となるため、結果的に医学的にもハイリスクとなりうる症例が

存在し、増悪している可能性がある。さらに、育児に着目した場合、社会的ハイリス

ク家庭では児への虐待が問題となることがあり、妊娠中から社会的リスクを把握する

ことで、ハイリスク症例を妊娠中から切れ目のない支援をするような体制づくりがで

きると考えられる。この研究の目的は、社会的リスクの有無による、周産期における

母児の医学的リスクへの影響度を算出することである。対象は、平成 28 年 1 月 1 日

から 12 月 31 日の 1 年間に当センターを初診した妊婦であり、1600 人程度である。妊

娠中に、看護師、助産師による問診にて、大阪府のアセスメントシートに基づいた社

会的リスクの評価を行う。症例が分娩に至ったのちに、周産期データベースから得ら

れる医学的転帰についての情報を回収し、社会的リスクと医学的リスクの関係につい

て解析する。研究期間は、研究実施許可後～平成 30 年 3 月までとする。 

社会的リスクと医学的リスクがオーバーラップした場合に母児の予後が増悪するこ

とが示されれば、社会的リスクを評価し対策を講じることが、医学的なリスクの軽減

や早期発見につながることを示唆すると考えられる。さらに、医療機関で医学的な情

報のみでなく、社会的な情報も聴取することで、妊娠中産後の母児の周産期予後リス

ク評価を行うことができる。かつ社会的リスクの程度に応じて、保健・福祉機関と連

携し妊娠中から母児を支援することができると考えられる。 
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A. 研究目的 
周産期における医学的なリスクに

ついては、妊娠前からの母体の合併症、

妊娠経過に関する問題、分娩に関する

問題、胎児に関する問題など、それぞ

れのリスクが評価されており、リスク

に伴った管理が行われている。しかし、

社会的ハイリスク妊娠(未受診、若年

妊娠、DV、経済的な問題、精神的な

問題、支援不足など)については、母

児の予後評価は十分とは言えず、その

支援体制についても施設間の差異は

大きい。社会的リスクについては、子

ども虐待の要因として挙げられるよ

うな項目が存在する。平成 26，27 年

大阪府内の分娩取り扱い施設 146ヶ所

に対して施行したアンケート調査に

よると、回収できた 63 施設(43.2%)の

うち、社会的ハイリスク妊婦は、平成

26 年 3,146 件、平成 27 年 3,320 件であ

り、回答施設の分娩数から割り出した

比率は共に 8.7%であった。社会的ハ

イリスクのなかには、妊婦健康診査の

未受診に伴って医学的リスクの評価

や対応が不十分となるため、結果的に

医学的にもハイリスクとなりうる症

例が存在し、医学的な問題が増悪して

いる可能性がある。さらに、育児に着

目した場合、社会的ハイリスク家庭で

は児への虐待が問題となることがあ

り、妊娠中から社会的リスクを把握す

ることで、ハイリスク症例を妊娠中か

ら切れ目のない支援をするような体

制づくりができると考えられる。 

この研究の目的は、社会的リスクの

有無によって、医学的リスクが上昇す

るかを検証することであり、様々な社

会的リスクと医学的リスクの関連に

ついて検討することである。 

 

B. 研究方法 
縦断的観察研究である。対象は、当

センターで平成 28 年 1 月 1 日～12 月

31 日に初診した妊婦であり、1600 人

程度である。当センターで管理するも、

他院での分娩となったものは除外す

る。当センターにおいて、初診および

妊娠中期、後期の保健指導の際に看護

師、助産師による問診にて、大阪府の

アセスメントシート(資料 1)に基づい

た社会的リスクの評価を行う。 

同症例が分娩に至ったのちに、周産

期データベースから得られる医学的

リスクについての情報を回収し、社会

的リスクと医学的リスクの関係につ

いて解析する。なお、本研究は、実施

機関である大阪府立母子保健総合医

療センターの倫理委員会で承認をう

け行う調査である。(承認番号 972) 

社会的リスクの定義は以下の通りと

する。 

①生活歴：本人の被虐待歴、DV 歴、

子供の不審死・虐待歴、心中未遂 

②妊娠に関する要因：16 歳未満、40

歳以上、20 週以降の届出、妊婦健診未

受診・中断、望まない妊娠、胎児に対

して無関心、妊娠・中絶の反復、飛び

込み出産歴 

妊娠中の不規則な生活 

③心身の健康等要因：精神疾患、パー

ソナリティ障害、知的障害、訴え多く

不安高い、身体障害・慢性疾患 
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資料 1：大阪府アセスメントシート(妊婦版) 
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④社会的経済的要因：生活保護、不安

定就労・失業中 

⑤家庭的環境的要因：住所不定、未婚・

ステップファミリー、家の中が不衛生 

出産育児に集中できない家庭環境 

主要評価項目は、社会的リスクの有無

によって以下の医学的リスクが増加

するかである。 

①妊娠前からの母体合併症(糖尿病、

高血圧、甲状腺疾患、心疾患、腎疾患、

自己免疫疾患、子宮疾患等) 

②妊娠経過に関する要因(妊娠高血圧

症候群、妊娠糖尿病、切迫流早産、胎

児死亡、胎児発育不全、Heavy for date、

胎児異常) 

③分娩に関する要因(分娩週数、緊急

帝王切開、帝王切開、帝王切開の適応、

器械分娩、輸血、分娩場所) 

④児に関する要因(新生児死亡、出生

体重、Apgar score(5 分値)、新生児集中

治療室(NICU)入院) 

 

C. 研究結果 
社会的リスクの評価については、情報

の欠損について再確認中である。対象

者すべての分娩が完了するのが、平成

29 年 12 月末であり、結果については

次回の報告書に記載予定である。 

 
D.考察 
社会的リスクと医学的リスクがオー

バーラップについて示されれば、社会的

リスクを評価し対策を講じることが、医

学的なリスクの軽減や早期発見につな

がることを示唆すると考えられる。 

 

E. 結論 
社会的リスクがあれば医学的リス

クが上昇することが示されれば、医療

機関で医学的な情報のみでなく、社会

的な情報も聴取することで、妊娠中産

後の母児の周産期のリスクについて

評価を行うことができる。かつ社会的

リスクの程度に応じて、保健・福祉機

関と連携し妊娠中から母児を支援す

ることができると考えられる。 

 
F．健康危険情報 
なし 

 
G. 研究発表 
1．論文発表 
1)なし 
2．学会発表 
1)なし 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況（予

定を含む。） 
１．特許取得：なし 
２．実用新案登録：なし 
３．その他：なし 

 
I．問題点と利点 
問題点として、社会的なリスクや医学

的なリスクの比較的高い周産期セン

ター単施設の検討であることが挙げ

られる。医学的リスクの評価は、一定

基準に従えば、容易に選別できるが、

社会的リスクの評価は、評価者の主観

が介在する。単施設で、大阪府アセス

メントシートの項目に入力する形で

社会的リスクの抽出を行ったことで、
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客観性の高いデータとなっているこ

とが利点である。 
 

J．今後の展開 
社会的リスクのうち医学的リスクと

直結するものについては、妊娠初期に

聴取すべき問題として抽出でき、今後

の妊娠分娩管理に有用になる可能性

がある。今回のアウトカムは社会的リ

スクと医学的リスクの関連について

であるが、アウトカムに子ども虐待を

設定した場合、社会的リスクと医学的

リスクの組み合わせによって、子ども

虐待に寄与する割合が検討可能であ

ると考えられる。 
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